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東海第二発電所

緊急時対応組織体制について

2019年9月25日

日本原子力発電株式会社

第１回東海村原子力安全対策懇談会ご説明資料
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１．福島第一原子力発電所事故の教訓

外部電源の喪失

全電源の喪失
（浸水による多重故障及び共通要因故障）

原子炉の冷却機能の喪失

炉心の損傷

格納容器の破損，原子炉建屋
への放射性物質，水素の漏えい

原子炉建屋の水素爆発

環境への大規模な

放射性物質の放出

地震の発生

大津波の襲来

【事故の推移】 【事故の教訓】 【対応方針】

長期にわたって外部支援
が断絶され，発電所内に
備えていた消耗品等の資
機材が不足した。

道路の寸断や汚染拡大
により円滑な傷病者の搬
送が阻害され，迅速な治
療が行えなかった。

要員及び体制が複数の
号炉で発生したシビアア
クシデントに対応するの
に十分ではなく，事故収
束の対応を同時に行えな
かった。

複数発電所のシビアアクシデン
トに対応できる要員の増強

重大事故等における体制
の対応方針

発電所毎にシビアアクシデント
の対応を完結できるよう，災害
対策本部の体制を変更・強化

発電所内での宿泊場所の分散
配置

非常招集による要員の参集

資機材及び要員の輸送，燃料調
達等に係る契約

支援体制の強化（原子力事業所
災害対策支援拠点の整備，病院
との医療協定締結等）

実施組織及び支援組織における
各班の機能の明確化，それぞれ
に責任者を配置

発電所の災害対策活動
を支援するための体制が
十分ではなく，発生した様
々な課題に対応できず，
速やかな事故収束の対
応が行えなかった。

実施組織と支援組織の機
能が不明確であったため
，事故収束の対応に係る
判断，対策の実施に混乱
が生じた。
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重大事故等対策を実施する組織を実施組織，実施組織を支援する支援組織に分けて編成
役割分担を明確化し，効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備

２．実施組織及び支援組織の機能の明確化

原子力防災管理者（所長）は警戒事態又は非常事態を宣言

所長を本部長とする災害対策本部を設置
・事故原因の除去
・原子力災害の拡大の防止
・その他必要な活動

原子力災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合

原子力防災管理者（所長）は，事象に
応じて，警戒事態又は非常事態を宣
言し，所長を本部長とする災害対策
本部を設置

災害対策本部の構成

◇ 本部

● 実施組織

○ 支援組織

（技術支援組織，運営支援組織）

上記の実施及び支援の両組織に，
８つの作業班に振り分けて，指揮命令
系統を明確化

発電所の警戒事態又は非常事態の
宣言を受け，本店は本店警戒事態又
は本店非常事態を発令し，本店災害
対策本部を設置
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３．重大事故等対応要員の確保

災害対策本部の体制を東海第二発電所と東海発電所に分け，対応に当たる要員は基本的に別組織
とし，重大事故等が両発電所で同時に発生しても対応可能な体制を整備

兼務する必要がある要員 対 象

両発電所の状況を総合的に把握し，対応の優先度を含めて指示を行う必要がある要員 本部長

両発電所の状況の対外的な発信及び対応等，両発電所の状況を迅速に説明及び回答
（関連作業含む）することが求められる要員

本部長代理（兼務）
広報本部員及び広報班員
本部長代理（オフサイトセンタ－対応）
オフサイトセンター要員

要 員 要員数

東海第二発電所専従要員 ９７人

東海第二発電所･東海発電所 兼務要員※2 １４人

東海発電所専従要員 ５８人

従前の
災害対策本部
の要員※1

従前からの
要員数の
変化

重大事故等にも対応する
災害対策本部の要員

東海第二
発電所

５７人 ＋５４人 １１１人

東海発電所 ５７人 ＋１５人 ７２人

専従する要員と兼務する要員を組み合わせて体制を確立することで，迅速かつ確実に東海第二の
重大事故等（東海発電所：事故）に対応可能

重大事故等に対応するため，災害対応に係る要員を増強

※1 従前の体制では東海第二発電所及び東海発電所を兼務した災害対策本部
の体制としていた。

※2 両発電所に共通して行う必要がある作業に係る要員
は兼務要員として整備
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４．初動対応に当たる要員の配置

災害対策本部（初動体制） 災害対策本部（全体体制）

広報班：４人

オフサイトセンター派遣：８人

情報班：５人※

庶務班：１７人

消防班：２人

自衛消防隊員：１１人

保修班：３７人

放射線管理班：７人

技術班：３人

運転班：６人

当直（運転員）：７人

本部長代理（副原子力防災管理者）：１人

本部長（所長）（原子力防災管理者）：１人 発電用原子炉主任技術者：１人

本部長代理（副原子力防災管理者）：１人

災害対策要員（初動）：３９人 災害対策要員：１１１人

初動体制の要員以外の災害対策要員は，非常招集により参集して初動体制に加わることで，災害対策本
部の体制は初動体制（３９人）から全体体制（１１１人）に移行

事象発生初期から継続的にプラント状況や中央制御室の状況が随時災害対策本部に報告できるように
情報班員が中央制御室に常駐

統括待機当番者（副原子力防災管理者）：１人

現場統括待機者：１人

通報連絡要員（情報班）：１人

通報連絡要員（情報班）（中央制御室に常駐）：１人

自衛消防隊員（消防班）：１１人

重大事故等対応要員（保修班）：１２人

重大事故等対応要員（放射線管理班）：２人

重大事故等対応要員（運転班）：３人

当直（運転員）：７人

※ 中央制御室に常駐する情報班員を含む

夜間及び休日においては，初動対応に当たる要員が発電所構内に分散して常駐
初動対応に最も多くの要員を必要とする事故事象を想定し，初動体制の要員（３９人）を確保
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５．災害対策要員の非常招集

夜間及び休日においても，非常招集により２時間以内に参集し災害対策本部を確立できる体制を
整備

通報連絡要員
（当直発電長）

各災害対策
要員

音声
入力

一斉通報装置
事故事象，

緊急招集等の
音声情報 携帯

電話

一斉通報システムによる招集※1

※1 大地震発生時（震度６弱以上）は，一斉通報
システムにより呼集指示がなくても支障がな
い限り各災害対策要員は参集する

居住地 半径5km圏 半径5～10km圏 半径10km圏外

居住割合 ５２％ ２３％ ２５％

居住地別の発電所員数

非常招集により２時間以内に緊急時対策所に参集（災害対策本部体制確立）

非常招集により発電所構外から参集する要員７２人は，拘束当番として確保

特定の力量を有する参集要員は，あらかじめ発電所近傍に待機させ参集の確実性を向上

発電所外から参集する要員は，参集訓練実績（徒歩移動速度：
4km/h）及び各種ハザードを考慮した参集条件を保守的に設定し，
事象発生後２時間以内に参集できると評価

（平成28年7月時点）



3-7

〈参考〉 発電所への支援 （資機材・要員等の外部調達）

重大事故等の発生後７日間は，発電所構内に配備している資機材，燃料等により事故対応が可能
な体制を整備
発生後７日間以降の事故収束対応を維持するために必要な燃料，資機材を，発生後６日後までに
支援できる体制を整備
燃料の調達に係る支援や，迅速な要員の運搬及び資機材の輸送に係る支援を得られるよう，協力
会社とは協定等の締結を行う

※茨城県内外の医療機関とは，災害対策要員等に汚染を伴う傷病者が発生した際の診療の受け入れ体制に

係る覚書を締結

茨城県内外
の医療機関※

発電所
災害対策本部

本店
災害対策本部

原子力事業所災害対策支援拠点

支援を要請

支援要員を派遣し，
支援拠点を設置

他の原子力事業者

美浜原子力緊急事態
支援センター

プラントメーカー

協力会社

協定，覚書に基づき速やかに
支援を要請

環境モニタリング，要員の輸送，燃料の調達，
緊急時に係る設備の修理・復旧等，
消火活動，注水活動

現場対応等を実施する要員の派遣，
事故収束に向けた対策立案等の技術支援
や要員の派遣等

資機材の貸与，
環境モニタリングに係る協力要員の派遣，
周辺地域の汚染検査等に関する要員の派遣

傷病者の搬送

遠隔操作可能な資機材の搬送，
要員の派遣及びアクセスルート確保作業の
支援等

強化

強化

強化

新規

強化
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〈参考〉 発電所への支援 （災害対策支援拠点の確保）

東海第二発電所

(株)日立パワーソリューションズ
勝田事業所

日本原子力発電(株)
地域共生部 茨城事務所

東京電力パワーグリッド(株)
茨城総支社 別館

東京電力パワーグリッド(株)
茨城総支社 常陸大宮事務所

(株)日立製作所
電力システム社日立事業所

東京電力パワーグリット(株)
茨城総支社 日立事務所別館

10km

20km

本店
災害対策本部

東海第二発電所
災害対策本部

原子力事業所
災害対策支援拠点

資機材，要員等の支援

報告

指示・支援
要請支援

原子力事業所災害対策支援拠点 体制図原子力事業所及び原子力事業所災害対策支援拠点の位置

本店対策本部長（社長） 統括管理

後方支援班副班長 後方支援班班長の補佐

後方支援班

【後方支援業務】
○状況把握・拠点選定・運営 ○資機材調達・受入
○輸送計画の作成 ○調達資機材の作成
○要員・資機材の放射線管理 ○要員の入退管理
○住民避難行動等状況把握 ○スクリーニング計画の作成
○避難住居要請対応計画作成
○国，自治体と連携した汚染検査，除染計画作成

後方支援班班長 原子力事業所災害対策支援拠点の運営

防災組織全体図

災害対策支援拠点を，原子力災害発生時における風向及び放射性物質の放出範囲等を考慮して，
方位，距離（約20km圏内外）が異なる６地点を選定
支援拠点の責任者は外部支援計画※に基づき，災害対応状況等を踏まえながら，発電所，本店及
び関係機関と連携し，発電所の災害対策活動の支援を実施

※外部支援計画 ：発電所が必要とする支援事項を踏まえた，原子力事業所災害

対策支援拠点への要員の派遣計画，資機材や消耗品の調達
及び輸送計画を指す。

支援拠点の分散配置


